
国土交通省 総合政策局 社会資本整備政策課
令和５年10月

新たな暮らし方に適応したインフラマネジメント
～インフラ集約・再編の推進に向けて～



はじめに

• インフラの老朽化が加速度的に進行し、地域のメンテナンスに携わる体
制が不足するなか、地域の人口やニーズの変化等に応じたインフラの集
約・再編、複合化、廃止・除却等の取組が重要となっています。

• 新たな時代の暮らし方や住まい方に適応したインフラを、地域に合った
規模で適切に管理していくことで、まちが安心・安全に保たれ、人々の
暮らしやすさの向上にもつながります。

• 本資料は、地域における集約・再編等に向けた議論の一助となるよう、
集約・再編等の必要性や各地の事例、国の支援策等を分野横断的
にまとめたものです。
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Ⅰ．インフラの老朽化と集約・再編



加速度的に進行するインフラ老朽化

• 高度経済成長期以降に整備された道路橋、トンネル、河川、下水道、港湾等について、建設後
50年以上経過する施設の割合が加速度的に高くなります。
※ 施設の老朽化の状況は、建設年度で一律に決まるのではなく、立地環境や維持管理の状況等によって異なるが、

ここでは便宜的に建設後50年で整理。

【建設後50年以上経過する社会資本の割合】
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「予防保全」への転換による維持管理コストの縮減

約5.2兆円
約6.5兆円

約5割
縮減

2018年度 30年後（2048年度）

約12.3兆円

【将来の維持管理・更新費用の推計結果（2018年11月30日公表）】

※１ 国土交通省所管12分野（道路、河川・ダム、砂防、海岸、下水道、港湾、空港、航路標識、公園、公営住宅、
官庁施設、観測施設）の国、都道府県、市町村、地方道路公社、（独）水資源機構、一部事務組合、港
務局が管理する施設を対象。

※２ 様々な仮定をおいた上で幅を持った値として推計したもの。グラフ及び表ではその最大値を記載。
※３ 推計値は不確定要因による増減が想定される。

事後保全 予防保全

30年間の合計
（2019～2048年度）

事後保全 約280兆円

予防保全 約190兆円

30年後（2048年度）の見通し 30年後（2048年度）の見通し（累計）

約3割
削減

（参考）用語の定義

• 施設の機能や性能に不具合が生じてから対策を行う「事後保全」から、不具合が発生する前に対策
を行う「予防保全」への転換により、増加する維持管理・更新費の縮減を図ることが重要です。

• 予防保全により縮減した場合も、30年後の維持管理費は現在の約1.3倍必要となる見込みです。

事後保全 ： 施設の機能や性能に不具合が生じてから修繕等の対策を講じること。
予防保全 ： 施設の機能や性能に不具合が発生する前に修繕等の対策を講じること。

約2.4倍

約1.3倍
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• 予防保全型インフラメンテナンスへの本格転換に向け、まずは事後保全段階のインフラ（施設の機能
や性能に不具合が生じている施設）について、早期に修繕等の措置を行う必要があります。

■各分野における緊急または早期に対策が必要な施設数※1

クラックが生じた河川護岸

老朽化した海岸堤防

腐食した排水ポンプ場の羽根車

陥没した港湾施設のエプロン内部の鉄筋が露出した橋梁

分野※２ 点検対象施設数※３ うち 要対策施設数

道
路

橋梁 724,272施設（R5.3.31） 58,888施設（R5.3.31）

トンネル 11,138施設（R5.3.31） 3,586施設（R5.3.31）

道路附属物等 41,932施設（R5.3.31） 5,407施設（R5.3.31）

河川※４
堤防：約14,500km

樋門・樋管、水門：約8,600施設
（R5.3.31）

堤防：約4,900km 
樋門・樋管、水門：約2,300施設

（R5.3.31）

砂防
砂防設備：約83,000基

地すべり・急傾斜：約37,000区域
（R2.3.31）

砂防設備：約3,000基
地すべり・急傾斜：約6,000区域

（R2.3.31）

海岸（海岸堤防等※5） 5,588km（R4.3.31） 707km（R4.3.31）

下水道（管路施設） 3,257km（R4.3.31） 22km（R4.3.31）

港湾 62,202施設（R3.3.31） 5,448施設（R3.3.31）

空港（土木施設※6） 80空港（R3.3.31） 9空港（R3.3.31）

航路標識 2,400施設（R5.3.31） 350施設（R5.3.31）

公園 87,993施設（R3.3.31） 24,204施設（R3.3.31）

公営住宅 2,162,484戸(H31.3.31) 1,150,506戸(H31.3.31)

官庁施設 8,727施設(R4.3.31) 904件※７（R4.8.19)

早期に修繕等の措置が必要なインフラが多数存在

※５：国土交通省所管施設のみ
※６：空港土木施設（幹線排水、共同溝、地下道、橋梁、護岸）
※７：老朽を理由とした修繕計画のうち、緊急を要すると判定された計画の件数

※１：各施設数は括弧内の時点の数字
※２：要緊急対策施設がない分野は除く
※３：点検対象施設数には点検未了のものも含む
※４：点検対象施設数、要緊急対策施設数は直轄施設のみ 6



インフラの維持管理に係る体制と予算の不足①

• 市町村全体の職員数は、2005年度から2021年度の間で約9%減少、特に土木部門の職員数の減
少割合は約14%であり、市町村全体の職員数の減少割合よりも大きくなっています。

• 市町村全体の約５割で、技術系職員が5人以下となっており、メンテナンス体制の不足が顕著です。

※１：地方公共団体定員管理調査結果より国土交通省作成。
なお、一般行政部門の職員を集計の対象としている。また
市町村としているが、特別区を含む。

※２：技術系職員は土木技師、建築技師として定義。

市町村における技術系職員数※１、※2
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インフラの維持管理に係る体制と予算の不足②

• 市町村の土木費は、ピーク時の1993年度（約11.5兆円）から2011年度までの間で約半分（約６
兆円）に減少しました。

• 近年は約6.6兆円程度で推移していますが、ピーク時と比べると約６割程度に減少しています。

（地方財政統計年報より国土交通省作成）

（年度）
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各種計画における集約・再編の位置付け

• 第４次社会資本整備重点計画において位置付けられた「集約・再編」の観点について、第５次社会
資本整備重点計画ではさらに深化させ、その具体化のための施策やKPIを記載している。

• 第２次国土交通省インフラ長寿命化行動計画においては、「持続可能なインフラメンテナンスの実現」
を目指すべき姿とし、計画期間内に重点的に実施すべき取組の１つとして「集約・再編」を位置付け。

2-1：計画的なインフラメンテナンスの推進

Ⅲ. 集約・再編やパラダイムシフト型更新等のインフラストックの
適正化の推進

ポンプ用特注エンジン

量産用エンジン

小口分散化

イメージ施設更新時にマスプロダクツ型への推進により、
コスト縮減・リダンダンシー確保を実現

撤去

交通の集約

＜集約に伴う撤去＞

老朽化が進展した跨線橋を撤去し隣接橋へ機能を集約

・地域社会の変化や将来のまちづくり計画等を見据え、必要性の減少や
地域のニーズに応じたインフラの集約・再編の取組を推進

■集約・再編の事例 ■パラダイムシフト型更新の検討

Ⅱ.新技術・官民連携手法の普及促進等によるインフラメンテナンス
の生産性向上の加速化

第２次国土交通省インフラ長寿命化行動計画
（R３～７年度）
第２次国土交通省インフラ長寿命化行動計画
（R３～７年度）

■計画期間内に重点的に実施すべき取組

第５次社会資本整備重点計画（計画期間：R３～７年度）第５次社会資本整備重点計画（計画期間：R３～７年度）
【重点目標２】持続可能なインフラメンテナンス

施設の集約・再編等に向けた取組数（KPI）
道路 ：施設の集約・撤去、機能縮小の検討地方公共団体の割合【R1:14%→R7:100%】
河川 ：老朽化した小規模な樋門等の無動力化実施率 【R1:31%→R7:41%】
海岸 ：南海トラフ地震、首都直下地震、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震等の大規模地震が想定

されている地域等における水門・陸閘等の安全な閉鎖体制の確保率【R1:77%→R7:85%】
下水道 ：汚水処理施設の集約による広域化に取り組んだ地区数【R1:0箇所→R7:300箇所】
港湾 ：既存施設の統廃合、機能の集約化及び転換を検討した港湾の割合【R1:56%→R7:100%】
航路標識：浮標の年間交換基数の再編に向けた検証率【R2:0%→R7:100%】
公園 ：ストックの機能向上を目的に都市公園の集約・再編を実施した公園管理者数【R1:24団体

→R7:60団体】
官庁施設：新たな合同庁舎の整備により集約された官庁施設数【R1:0施設→R7:30施設】

2-2：新技術の活用等によるインフラメンテナンスの高度化・
効率化

2-3：集約・再編等によるインフラストックの適正化

Ⅰ.計画的・集中的な修繕等の確実な実施による「予防保全」へ
の本格転換
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【参考】 第５次社会資本整備重点計画の概要

①防災・減災が主流となる社会の実現 ③持続可能で暮らしやすい地域社会の実現 ④経済の好循環を支える基盤整備

【５年後の短期的目標及びその達成に向けた取組の方向性】
３つの中長期的目的及び社会情勢の変化を踏まえ、５年後を目途に６つの短期的目標を設定。

特に、「新たな日常」や2050年カーボンニュートラルの実現を見据え、インフラ分野のデジタル・トランスフォーメーション（DX）や脱炭素化、サ
プライチェーンの強靱化・最適化、新たな人の流れを支えるための基盤整備等に取り組むことが必要。

目標達成に向け、社会資本整備のストック効果を最大限発揮させるためには、社会資本整備に「総力」、「インフラ経営」の視点を取り入れ、「正のス
パイラル」を生み出すことが必要不可欠。

６つの
短期的目標

社会資本整備の
ストック効果を
発揮するための
取組の方向性

新規インフラの
整備

戦略的・計画的な社会資本整備のための安定的・持続的な公共投資の確保 社会資本整備を支える建設産業の担い手の確保・育成や生産性向上
（適切な賃金水準の確保、長時間労働の是正・週休２日の実現、i-Constructionの推進、建設キャリアアップシステムの普及等）

持続可能で質の高い社会資本整備を下支え

既存インフラの
管理・利活用

「総力」「３つの総力(主体・手段・時間軸)」を
挙げ、社会資本整備を深化
「インフラ経営」
インフラを国民が持つ資産として捉え、その潜在
力を引き出すとともに、新たな価値を創造

の視点を追加

「正のスパイラル」によるストック効果のさらなる拡大

⑥インフラ分野の脱炭素化・インフラ空間の多面的な利活用による生活の質の向上

第１章：第４次計画からの社会情勢の変化
①激甚化・頻発化する自然災害、②人口減少等による地域社会の変化、③国内外の経済状況の変化、④加速化するインフラの老朽化
⑤デジタル革命の加速、⑥グリーン社会の実現に向けた動き（2050年カーボンニュートラル等）・ライフスタイルや価値観の多様化

新型コロナウイルス感染症による変化（デジタル化の必要性、サプライチェーンの国内回帰、地方移住への関心の高まりや東京一極集中リスクの認識拡大等）

第２章：社会資本整備の取組の方向性

【社会資本整備の中長期的な目的】
国民が「真の豊かさ」を実感できる社会を構築する。
そのため「安全・安心の確保」、「持続可能な地域社会の形成」、「経済成長の実現」の３つの中長期的目的に資する社会資本を重点的に整備し、
ストック効果の最大化を目指す。

３つの
中長期的目的

「真の豊かさ」を実感できる社会を構築する

持続可能な地域社会の形成 経済成長の実現安全・安心の確保

②持続可能なインフラメンテナンス

⑤インフラ分野のデジタル・トランスフォーメーション（DX）

新規インフラの
管理・利活用

第５次社会資本整備重点計画
（令和３年５月２８日閣議決定）
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【参考】 重点目標２：持続可能なインフラメンテナンス

＜目指すべき姿＞

予防保全に基づくインフラメンテナンスへの本格転換による維持管理・更新に係るトータルコストの縮減や、新技術等の導入促進によるインフラメンテナンスの
高度化・効率化等を進め、インフラが持つ機能が将来にわたって適切に発揮できる、持続可能なインフラメンテナンスを実現する。

2-1：計画的なインフラメンテナンスの推進

■ 予防保全の考え方に基づくインフラメンテナンスへの転換 ■ 地方公共団体等における
インフラメンテナンス体制の確保

供用期間

事後保全の
管理水準

機
能
健
全
性

予防保全の
管理水準

事後保全 予防保全

トータルコスト

事後保全と予防保全の
メンテナンスサイクル

事後保全段階の橋梁補修

加重によるひび割れ
が深刻化し、抜け落
ちてしまった床版

予防保全段階の橋梁補修

塗装劣化やさびを
確認した時点で修
繕を実施

損傷が軽微な段階
で修繕。機能を維
持し、維持管理費
用を縮減

床版の打ち替えが必
要になるなど、大規模
な修繕が必要に

〇 インフラメンテナンス国民
会議を通じた新技術のシーズ
とニーズのマッチング数
【R1:169件→R7:400件】

スマートフォンの加速度センサーを活用し、
路面の段差を検出

加速度センサーで
揺れを検知しデータ化

点検車両に
スマートフォンを搭載

■ 維持管理に係るデータ利活用の促進

〇 地方公共団体等で維持管理に関する研修を受けた人数
道路：【R1:6,459人→R7:10,000人】 河川／ダム／砂防／下水道：【R1:4,832人→R7:9,900人】
港湾：【R1:2,202人→R7:4,000人】 空港：【R1:261人→R7:500人】 鉄道：【R2:586人→R7:1,000人】
自動車道：【R1:9人→R7:50人】 公園：【R1:244人→R7:440人】 官庁施設：【R1:12,633人→R7:17,000人】

2-3：集約・再編等によるインフラストックの適正化

■ 集約・再編等の取組推進

〇 施設の集約・再編等に向けた取組数
道路 ：施設の集約・撤去、機能縮小の検討地方公共団体の割合【R1:14%→R7:100%】
河川 ：老朽化した小規模な樋門等の無動力化実施率 【R1:31%→R7:41%】
海岸 ：南海トラフ地震、首都直下地震、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震等の大規模地震が想定されている地域等における水門・陸閘等の安全な閉鎖体制の

確保率【R1:77%→R7:85%】
下水道 ：汚水処理施設の集約による広域化に取り組んだ地区数【R1:0箇所→R7:300箇所】
港湾 ：既存施設の統廃合、機能の集約化及び転換を検討した港湾の割合【R1:56%→R7:100%】
航路標識：浮標の年間交換基数の再編に向けた検証率【R2:0%→R7:100%】
公園 ：ストックの機能向上を目的に都市公園の集約・再編を実施した公園管理者数【R1:24団体→R7:60団体】
官庁施設：新たな合同庁舎の整備により集約された官庁施設数【R1:0施設→R7:30施設】

ダムにおける維持管理研修 港湾における維持管理研修

2-2：新技術の活用等によるインフラメンテナンスの
高度化・効率化

■ インフラメンテナンスに係る新技術の普及・導入の促進

利用が少ない陸閘を廃止

廃止前

廃止後

〇 予防保全型インフラメンテナンスの転換に向けた施設の修繕率
道路：（橋梁）【R1:約34%→R7:約73%】 （舗装）【R1:0%→R7:100%】 河川：【R1:0%→R7:100%】 ダム：【R1:82%→R7:96%】 砂防：【R1:91.7%→R7:92.4%】
海岸：【R1:84%→R7:87%】 下水道：【R1:0%→R7:100%】 港湾：【R2:83%→R7:87%】 空港：【R1:100%→R7:100%】 鉄道：【R2:14%→R7:100%】
自動車道：【R2:0%→R7:100%】 航路標識：【R2:55%→R7:79%】 公園：【R1:36%→R7:100%】 官庁施設：【R2:24%→R7:100%】 公営住宅：【R7:85%】

老朽化が進展した跨線橋を撤去し隣接橋へ機能を集約

撤去

交通の集約

＜集約に伴う撤去＞

撤去する跨線橋

下水圧送管路の効率的な
調査方法の試行

凡例：KPI

第５次社会資本整備重点計画
（令和３年５月２８日閣議決定）
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■計画期間内に重点的に実施すべき取組

【参考】 国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）令和３年度～令和７年度 概要

Ⅰ.計画的・集中的な修繕等の確実な実施による
「予防保全」への本格転換
・予防保全の管理水準を
下回る状態となっている
インフラに対して、計画的・
集中的な修繕等を実施し
機能を早期回復

１．個別施設計画の策定・充実
・定期的な計画更新の促進
・計画内容の充実化 等

将来にかかる維持管理・更新費用の推計結果
2018年度 2048年度(30年後)

5.2

約５割縮減
約2.4倍増加

単位：兆円

6.5

12.3■ 事後保全
■ 予防保全

約1.3倍
増加

・予防保全型インフラメン
テナンスにより将来にかか
る維持管理・更新費用
を縮減
⇒予防保全型インフラメ
ンテナンスの取組の徹底
が重要

２．点検・診断／修繕・更新等
・早期に措置が必要なインフラへの集中的な対応による機能回復
・マスプロダクツ型排水ポンプの技術開発
・集約・再編に関する事例集等の作成・周知 等

３．予算管理
・メンテナンスの取組に対する
地方公共団体等への財政的支援 等

４．体制の構築
・研修等による技術力向上
・広域的な連携による維持管理体制の確保
・官民連携による維持管理手法の導入促進 等

５．新技術の開発・導入
・NETIS等の活用による技術研究開発の促進
・インフラメンテナンス国民会議等の活用による円滑な現場展開 等

６．情報基盤の整備と活用
・データベースの適切な運用、情報の蓄積・更新、発信・共有 等

７．基準類等の充実
・適切な運用、必要に応じて適時・適切な改定

【対象施設】 国土交通省が制度等を所管する全ての施設
【計画期間】 令和３年度～令和７年度（2021年度～2025年度）

■具体的取組の例

○ 「国民の安全・安心の確保」「持続可能な地域社会の形成」「経済成長の実現」の役割を担うインフラの機能を、将来にわたって適切に発揮させる必要
○メンテナンスサイクルの核となる個別施設計画の充実化やメンテナンス体制の確保など、インフラメンテナンスの取組を着実に推進
○更に、「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策(令和２年12月11日閣議決定)」等による予防保全への本格転換の加速化や、メンテナンスの生産性向上

の加速化、インフラストック適正化の推進等により、 持続可能なインフラメンテナンスの実現を目指す

●計画の範囲

●中長期的な維持管理・更新等のコストの見通し

●これまでの取組と課題

■メンテナンスサイクルの構築
・個別施設計画の策定 ・計画内容の見える化 ・点検実施によるインフラ健全性の把握
・点検要領の改定 ・法令等の整備 等
⇒地方公共団体管理施設も含めインフラメンテナンスのサイクル構築が図られたと評価

■将来にかかる維持管理・更新費の抑制
・修繕等の措置への財政的支援 ・集約・再編に関する事例集等の作成 等
⇒早期に措置が必要なインフラが多数残存、機械設備をはじめ耐用年数が到来するインフラの存在

■メンテナンスの生産性向上
・広域的な連携の促進（情報提供の場の構築、地域一括発注の取組等） ・官民連携手法の導入促進
・維持管理に関する資格制度の充実 ・維持管理情報データベース化、施設管理者間・分野間でのデータベース連携
・新技術の開発・導入推進 ・管理者ニーズと技術シーズのマッチング 等
⇒多くのインフラを管理する地方公共団体等ではメンテナンスに携わる人的資源が依然不足

●今後の取組の方向性 ■目指すべき姿 持続可能なインフラメンテナンスの実現

Ⅱ.新技術・官民連携手法の普及促進等による
インフラメンテナンスの生産性向上の加速化
・地方公共団体等が適切かつ
効率的なインフラメンテナンスの
実施に資するため、新技術や
官民連携手法の導入を促進

Ⅲ.集約・再編やパラダイムシフト型更新等の
インフラストックの適正化の推進
・社会情勢の変化や利用者ニーズ
等を踏まえたインフラの集約・再編
や、来たるべき大更新時代に備え
た更新時におけるパラダイムシフト
の検討等を推進

●フォローアップ計画 ・計画のフォローアップにより、進捗状況等を把握 ・ホームページ等を通じた積極的な情報提供

早期に措置が必要な施設の例 ドローンを活用した砂防関係施設点検内部の鉄筋が露出した橋梁 クラックが生じた河川護岸 施設更新時にマスプロダクツ型への推進により
コスト縮減・リダンダンシーを確保を実現

ポンプ用特注エンジン

量産用エンジン

小口分散化

イメージ

※平成26年5月策定の国土交通省インフラ長寿命化計画に基づき、以下の取組を実施

｢防災･減災､国土強靱化のための5か年加速化対策｣
により取組を加速化（概ね1.5兆円程度）
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Ⅱ．地域のニーズや環境変化に適応した
インフラの集約・再編



集
約
・
再
編
前

地域のニーズや環境変化に適応したインフラの集約・再編①

• インフラの老朽化が進行
• メンテナンス体制の不足
⇒維持管理レベルの低下
⇒機能に支障（事故発生の恐れ）

• 時代やニーズに合わない施設が多数
⇒ まちの魅力低下

• 新たな時代の暮らし方や住まい方に合わせて、老朽化したインフラの集約・撤去や複合化・機能転換を
進めることにより、利用ニーズに沿った質の高いインフラへと生まれ変わり、まちの安全性や魅力向上、
財政負担の軽減、人々の暮らしやすさの向上につながります。

再編前 再編後

• 適切な量・規模のインフラを維持
⇒持続可能なメンテナンス
⇒安全性の向上、財政負担軽減

• 質が高くニーズに沿ったインフラ
⇒ まちの魅力・エリア価値の向上
⇒暮らしやすさの向上

集
約
・
再
編
後

社会経済情勢の変化
(人口動態、財政状況等)
利用実態・ニーズの変化
将来のまちづくり計画との整合
「公共施設等総合管理
計画」における方針等

用途変更

機能転換

撤去

複合化

集約化
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• 国土交通分野の様々なインフラにおいて、必要性の減少や地域のニーズに応じたインフラの集約・再編
等により、維持管理費の削減や安全性・快適性の向上を実現した事例が増えています。

新幹線を跨ぎ、約60年経過し老朽化が進捗した跨線橋を、維持管理費の削減
を図るとともに、橋下空間の安全を確保するため、撤去を実施。

＜撤去前＞ ＜撤去後＞

撤去

山形県南陽市

老朽化が進捗していることに加え、小学校の統廃合で通学路ではなくなったことから、
維持管理費の削減、バリアフリー化の推進及び安全な通行空間の確保のため撤去。

香川県高松市 従前は公園が小さく、周辺住民の多様なレクリエーションニーズに対応できないことが
課題。住民の声を受け、遊休市有地（団地跡地）を活用した小規模公園の集約・
再編により、公園利用者のニーズに合った公園を設置。

２公園廃止 １公園新設

上吉志公園

吉志西公園

団地跡地

売り払い

吉志西公園 廃止

統廃合による新設公園
（吉志ゆめ公園）

多目的広場

健康遊具等

売り払い

未利用市有地を
新たな公園に整備

北九州市

跨線橋

横断歩道橋

都市公園 ＜再編前＞ ＜再編後＞＜撤去前＞

地域のニーズや環境変化に適応したインフラの集約・再編➁
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津波襲来時の水門・陸閘等の安全な閉鎖に加えて、維持管理費の削減を図る
ため、装置や設備の更新時期等において、水門・陸閘等の統廃合を検討。

和歌山県
（スロープを設置し陸閘を廃止）

老朽化する秋田市の公共処理場の改築更新を行わず、秋田県の流域下水道
の処理場で汚水を処理。

高知県
（集約化により利用が少ない陸閘を廃止）

海岸保全施設 下水道処理場

＜廃止前＞ ＜廃止後＞

＜廃止前＞ ＜廃止後＞

• 国土交通分野の様々なインフラにおいて、必要性の減少や地域のニーズに応じたインフラの集約・再編
等により、維持管理費の削減や安全性・快適性の向上を実現した事例が増えています。

地域のニーズや環境変化に適応したインフラの集約・再編③

16



集約・再編の取組事例（橋梁トリアージ：富山市）

富山市橋梁マネジメント修繕計画 「橋梁トリアージ」

橋梁トリアージでは、すべての橋に管理区分を設定するとともに、
管理区分に応じた管理水準で補修等の措置を行います。

また、道路や橋の位置づけや役割などの「社会的な性質」、健
全性や構造、維持管理性などの「技術的な性質」を評価し、
措置の優先度を設定します。

＜措置の優先順位設定の考え方＞

社会的性質

道路の役割や
位置づけ等を
評価
→４つの区分

に分類
（管理区分

A～D）

重
要
度

A
B
C
D

機能低下を防止 的確な維持管理
優先的に修繕・更新

一定の機能低下は許容 的確な維持管理
修繕・更新 使用制限

一定の機能低下は許容 効率的な維持
管理 修繕・更新 使用制限

コストを最小限に抑えた維持管理 使
用制限 廃止

技術的性質

橋梁の健全
性や構造の
特殊性等を
評価

損傷の程度

構造の特殊性

維持管理
のしやすさ

障害発生時
のリスク

措置の優先度

重
要
度

高

低

優先度

高

低

良 悪

出典：持続的かつ適正な橋梁マネジメントの実現に向けて 富山市橋梁マネジメント修繕計画 2023年8月

限られた資源（予算、人員、技術等）で、より多くの橋梁を将来に引き継ぐため、重要な橋は優先的に修繕や更新を
進める一方、他の橋は重量制限や通行止めによって安全性を確保するとともに、必要性が低下した橋などは集約化・
撤去を含めた対応を行う、橋梁トリアージに基づく選択と集中によるメリハリのある橋梁マネジメントを推進。

＜管理水準の考え方＞
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集約・再編に係るガイドライン・事例集

• 地方公共団体等が集約・再編等のインフラストック適正化を行うにあたり、基本方針、目指すべき
維持管理水準等についての検討・判断を支援するため、各分野における先進事例の概要・経緯等
をまとめたガイドライン・手引き・事例集等を作成・周知しています。

18

『道路橋の集約・撤去事例集』（R5年4月）
・ 地方公共団体における取組の一助となることを目的

に、道路橋の集約・撤去の取組事例をとりまとめた。
・ 取組事例の概要や経緯のほか、集約・撤去を進める
上での検討項目・留意事項を掲載。

『広域化・共同化計画策定マニュアル（改訂版）』
（R2年4月）総務省、農林水産省、国土交通省、環境省
・ 地方公共団体における汚水処理事業の運営をより

効率的なものとするため、先行して計画策定に取り
組む県の検討事例をモデルとして整理。

『下水道事業における広域化・共同化の事例集』
（R5年3月）
・ 令和５年3月末に事例集の更新を行い、全24事例

を紹介。

道路橋

都市公園

公営住宅

下水道

海岸
『津波・高潮対策における水門・陸閘等管理システム
ガイドライン』（H28年4月）農林水産省、国土交通省
・ 水門・陸閘等の統廃合や運用見直しの検討手順、

観点を掲載。また、添付資料4に統廃合・常時閉鎖
化等の事例を掲載。

『都市公園のストック効果向上に向けた手引き』
（H28年5月）
・ 都市機能の向上等に資する都市公園のストック再編

を推進するため、統廃合を行う場合の考え方、事例
等を掲載。

『公営住宅等における再生・再編ガイドライン』
（H30年3月）※地方公共団体へ周知済み
・ 建替えの機会を捉えた再生・再編や民間住宅ストック
の活用等に関する具体的な取組事例をとりまとめ、
情報提供するもの。



インフラの集約・再編に係る支援制度①

19

制度概要

対象構造物

道路の点検結果を踏まえ策定される長寿命化修繕計画に基づき実施される
道路メンテナンス事業に対し、計画的かつ集中的な支援を実施するもの

国費：５．５／１０×δ （δ：財政力指数に応じた引上率）

橋梁、トンネル、道路附属物等（横断歩道橋、シェッド、大型カルバート、門型標識）

対象事業 修繕、更新、撤去※

地方公共団体は、長寿命化修繕計画（個別施設計画）を策定
橋梁、トンネル、道路附属物等の個別施設毎に記載された計画に位置づけられた
道路メンテナンス事業を支援

国庫債務負担行為を可能とし、効率的な施工（発注）の実施と工事の平準化を図る

※撤去は集約に伴う構造物の撤去や横断する道路施設等の安全の確保のための構造物の撤去、治水効果の高い橋梁の
撤去を実施するもの

※修繕、更新、撤去の計画的な実施にあたり必要となる点検、計画の策定及び更新を含む
※新技術等の活用の検討を行い、費用の縮減や事業の効率化などに取り組むもの

優先支援事業

長寿命化修繕計画

【トンネル】 【道路附属物等】【橋梁】

○○市
橋梁

長寿命化修繕計画
【個別施設計画】
記載内容
・計画全体の方針
・短期的な数値目標及びそ
のコスト縮減効果
・個別の構造物ごとの事項
（諸元、点検結果等）

国費率

国庫債務負担行為の活用

事業イメージ

・新技術等を活用する事業※1

・長寿命化修繕計画に短期的な数値目標※2及びそのコスト縮減効果を記載した自治体の事業

※1 コスト縮減や事業の効率化等を目的に新技術等を活用する事業のうち、試算などにより効果を明確にしている事業
※2「集約・撤去」や「新技術等の活用」に関する数値目標

○○市
トンネル

長寿命化修繕計画
【個別施設計画】
記載内容
・計画全体の方針
・短期的な数値目標及びそ
のコスト縮減効果
・個別の構造物ごとの事項
（諸元、点検結果等）

○○市
道路附属物等
長寿命化修繕計画
【個別施設計画】
記載内容
・計画全体の方針
・短期的な数値目標及びそ
のコスト縮減効果
・個別の構造物ごとの事項
（諸元、点検結果等）

道路メンテナンス事業補助制度道路
道路局 国道・技術課
道路メンテナンス企画室
03-5253-8111（内線37853）

問合せ先



下水道広域化推進総合事業下水道

インフラの集約・再編に係る支援制度➁
水管理・国土保全局 下水道部
下水道事業課 事業マネジメント推進室
03-5253-8111 (内線34236)

問合せ先

○ 地方公共団体における汚水処理の広域化を促進するため、計画策定から取組までを総合的に
支援する「下水道広域化推進総合事業」を平成30年度に創設

「下水道広域化推進総合事業」における交付対象事業
○ 計画策定等
・ 下水道を含む汚水処理の広域化・共同化に係る計画策定
・ 複数の地方公共団体で利用するシステムの整備

○ 交付対象施設
・ 共同水質検査施設 ・ 共同管理施設
・ 移動式汚泥処理施設 ・ し尿受入施設
・ 汚泥運搬施設 ・ 汚水処理施設の統合に必要な施設
・ 汚泥処理施設 ・ その他本事業を実施するに当たって必要な施設

・広域化に係る計画策定

計画の策定

下水処理

受入・混合槽

収集運搬

下水処理場
下水
処理場

し尿
処理場

廃止

・複数の地方公共団体で
利用するシステムの整備

・処理区の統合・し尿受入施設の整備
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○港湾メンテナンス事業により、加速度的に進行する重要インフラの老朽化対策を集中的・計画的に支援し、
地方公共団体等の予防保全型維持管理への本格転換を推進。

○既存施設の統廃合、機能の集約及び転換や、新技術等の活用などの短期的な数値目標及びそのコスト縮
減効果を個別施設計画に記載するための検討に係る費用の支援も実施。

既存施設の
統廃合等

令和７年度までに老朽化した岸壁で構成されたふ頭間を
埋め立て、ふ頭用地を確保し、船舶大型化に対応した岸
壁を整備して貨物を集約します。

新技術等の
活用

令和７年度までに管理する外郭施設、臨港交通施設の
〇〇施設のうち、約〇割の施設で補修・定期点検に係る
新技術・新工法を活用します。

費用縮減効果
これらの取組みにより、５年間で約●百万円のコスト削減
を目指します。

△△港

港湾管理者：〇〇県（所管港湾：△△港、□□港）

ライフサイクルコスト及びその縮減に関する具体的な方針

既存施設の
統廃合等

令和７年度までに○岸壁を利用転換（不荷役化）します。

新技術等の
活用

令和７年度までに管理する水域施設、係留施設において、
○割の施設で新技術・新工法を活用する予定。

費用縮減効果
これらの取組みにより、５年間で約●千万円のコスト削減
を目指します。

□□港

【個別施設計画への記載例】【老朽化の進行による港湾施設の破損・事故例】

エプロンの陥没 臨港道路の陥没

コンクリートの剥離 杭の破断
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港湾メンテナンス事業補助制度港湾

インフラの集約・再編に係る支援制度③
港湾局 技術企画課 港湾保全政策室
03-5253-8111
（内線 46544,46527）

問合せ先



○都市公園を再編・集約化し、維持管理の効率化や、跡地への保育所設置など、地域ニーズに即した「バー
ジョンアップ」を進める。
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都市公園ストック再編事業（社会資本整備総合交付金）都市公園

インフラの集約・再編に係る支援制度④
都市局 公園緑地・景観課
03-5253-8419（直通）

問合せ先
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都市構造再編集中支援事業

インフラの集約・再編に係る支援制度⑤
都市機能増進施設（誘導施設）

都市局・市街地整備課
03-5253-8111（内線32763）

問合せ先



Ⅲ．官民連携によるインフラの集約・再編



• 地方公共団体等における厳しい財政制約の下、既存ストックの活用やPPP/PFIの推進による民間資
金・ノウハウの活用等により、効果的・効率的な社会資本の整備・維持管理を行うことも重要です。

• PPP/PFIにより複数分野の公共施設を集約・複合化した好事例も生まれています。

官民連携による効率的なインフラメンテナンス
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PPP/PFIによるインフラ複合化・集約化の事例①
盛岡バスセンター整備事業（岩手県盛岡市）道路

出典：官民連携（PPP/PFI）のススメ～国土交通省PPP/PFI事例集～
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PPP/PFIによるインフラ複合化・集約化の事例➁
宮城県上下工水一体官民連携運営事業（宮城県）下水道

出典：官民連携（PPP/PFI）のススメ～国土交通省PPP/PFI事例集～
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PPP/PFIによるインフラ複合化・集約化の事例③
習志野市大久保地区公共施設再生事業［習志野生涯学習複合施設 プラッツ習志野］（千葉県習志野市）

出典：官民連携（PPP/PFI）のススメ～国土交通省PPP/PFI事例集～

複合公共
施設
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PPP/PFIによるインフラ複合化・集約化の事例④
大東市北条まちづくりプロジェクト［morinekiプロジェクト］（大阪府大東市）公営住宅

出典：官民連携（PPP/PFI）のススメ～国土交通省PPP/PFI事例集～
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